
多⽂化共⽣分野の中間⽀援NPOとして2008年10⽉に設⽴。
「多⽂化共⽣」は、活動分野（取組んでいる社会課題）
「リソースセンター」は、活動内容（社会資源の収集整理発信）
「東海」は、主な活動地域（愛知・岐⾩・三重・静岡）
を表しています。

特定非営利活動法人 多文化共生リソースセンター東海

住所・連絡先
〒453-0041 愛知県名古屋市中村区本陣通5-6-1 地域資源⻑屋なかむら内
地下鉄東⼭線「本陣(ほんじん)」駅 2番出⼝から徒歩7分

Tel. 070-4114-6268 Fax. 050-3488-1414 E-mail. mrc-t@nifty.com

役員・スタッフ
理事７名、監事２名、スタッフ３名
＊専従０名、⾮専従６名

東海社会市⺠ネットワーク主催「新型コロナに対して東海地域の市⺠社会は何ができるか」
2020年6⽉14⽇(⽇)14:00〜16:00
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新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた
⽣活福祉資⾦貸付制度における緊急⼩⼝資⾦等の

特例貸付に関するアンケート調査

＜結果報告＞

令和２（２０２０）年６⽉１⽇

特定⾮営利活動法⼈多⽂化共⽣マネージャー全国協議会
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調査概要

【⽬的】

【対象】
【⽅法】

【期間】
【設問】

新型コロナウイルス感染症に関する在⽇外国⼈への⽀援活動の⼀環
として「緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付」（以下、「特例貸付」。）に
ついて、申請対象者等の取扱状況を把握し、⽣活に困窮されている
⽅々への適切な情報提供及び相談対応につなげること。

都道府県及び指定都市社会福祉協議会（計６７団体）

Ｅメールでアンケート⽤紙を送付し、回収・集計。
⼀部、電話での聞き取りによる回答を含む。

令和２（２０２０）年４⽉１７⽇（⾦）〜５⽉２９⽇（⾦）

問１ 「特例貸付」の申請対象者に在住外国⼈を含むか。
問２ 問１で「含まない」とした場合、その理由は何か。
問３ 問１で「含む」とした場合、在留資格に制限はあるか。
問４ 対象者に対し、申請の要件や考慮している点は何か。
問５ 本調査に対する質問・意⾒等
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結果概要

p４７都道府県社協のうち、３４団体から回答を得た（１件回答拒否）。

p２０指定都市社協のうち、１４団体から回答を得た。

p回答のあったすべての指定都市社協において、対象者の範囲は
各都道府県社協に準じている。

p 回答のあったすべての都道府県社協において、外国籍者も対象に
含んでいる。

p 外国籍者も対象に含むとした３３団体のうち、３０団体が
「すべての在留資格」を対象としている。⼀⽅、群⾺県、三重県、
⾹川県の３県は⼀部の在留資格のみを対象としている。

p 対象となる在留資格においても、残りの在留期間や更新の予定、
⽇本語⼒など個別の要件を課している団体がある。
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結果１

●含んでいない 0
●含んでいる 33
●未定・検討中 0
●未回答 13
●回答拒否 1

「特定貸付」の申請対象に、⽇本在住の外国籍者を含んでいますか。

＊未回答
宮城県、茨城県、千葉県、神奈川県、新潟県
富⼭県、⽯川県、福井県、⻑野県、愛知県
⼤阪府、徳島県、沖縄県

＊回答拒否
⻘森県
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結果２−１

「特定貸付」の申請対象のうち、在留資格に制限がありますか。

＊⼀部の在留資格に限る
群⾺県、三重県、⾹川県

●すべての在留資格が対象 29
●⼀部の在留資格に限る 3
●未定・検討中 1

・特別永住者
・永住者
・定住者
・⽇本⼈の配偶者等
・永住者の配偶者等

＊未定
愛媛県

の５資格
のみ
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結果２−２
●すべての在留資格が対象
●⼀部の在留資格に限る
●未定・検討中
◯未回答・回答拒否
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結果２−３

●対 象（５つの在留資格）
●対象外（その他の在留資格）

群⾺県 ⾹川県

在留外国⼈に占める「特例貸付」の対象者割合
（参考）法務省在留外国⼈統計2019年6⽉末
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今こそ「誰一人、取り残さない社会」の実現を！

https://bit.ly/2AUd1XT

3/10〜 制度開始
3/24 電話確認→「永住者」に限る
-----
4/14 あいちコミュニティ財団

→県社協役員
4/30〜 東海ろうきん窓⼝

→在留資格を問わず
5/15〜 社協窓⼝でも同様に

・厚労省HPの意味不明な機械翻訳
→3/4〜⼈⼿による翻訳に

・帰国困難者の就労制限・⽀援対象外
→5/20〜⼀部就労可、給付⾦等の対象に
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（参考）

当団体では、ホームページとブログ（note.mu）を通じて、政府や⾃治体、
⺠間の外国⼈⽀援団体等による多⾔語での新型コロナウイルス感染症に
関する情報をまとめて発信しています。ぜひご参考ください。
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【発⾏】特定⾮営利活動法⼈多⽂化共⽣マネージャー全国協議会
〒458-0041⼤阪市淀川区⻄宮原1-8-33⽇宝新⼤阪第2ビル802
TEL：070-1807-8899 E-mail：npotabumane@gmail.com


